
・避難所にはミルクやオムツなど、乳幼児に必要な物品の備蓄はありません。物品がすぐに
確保できるとは限らないので、日ごろから各家庭で必要な物品を用意してください。

・自宅などで避難生活をする場合も、避難所で名簿登録をすることで救援物資を受け取るこ
とができます。その場合は、避難所まで物資を取りに行く必要があります。

こ こ が ポイント！

市スポーツ推進計画策定委員会
市民委員募集

うちには元気いっぱいな幼児が２人とまだ首のすわっていない赤ちゃんもいます。ミルクや
オムツだけでなく、使った後の洗浄・処理用品も欠かせないと思います。そうしたものの備
蓄は避難所にありますか。なくてもすぐに救援物資として届くのでしょうか。

そうですか。日ごろから必要な物品は備えた方が良さそうですね。我が家は必要な物が多く
なりそうです。避難所まで運ぶのは大変ですし、自宅が安全であれば、自宅で避難生活をし
ようと思います。

残念ながら避難所にはそうしたものの備蓄はありません。災害時には、必要に応じて災害時
の協定先や全国から救援物資が届くかと思います。しかし、南海トラフ巨大地震のように広
い範囲で被災してしまう場合は、すぐに届くとは限りません。

ご自宅で避難生活をされる場合も、最寄りの避難所にその旨を届出してください。救援物
資が届いたときに、避難所でお渡しすることができるようになります。

■問　防災課防災計画係　☎（95）9874

災害！そのときどうなるの？？災害！そのときどうなるの？？

避難所❸今回のテーマ

募集人数　２人
※申し込み多数の場合は事務局にて選考します。
任期　委嘱した日～令和２年３月31日㈫
会議　平日の19時～21時で３回程度開催予定
報酬　市の規定により支給
申込み　スポーツ課に備え付けの申込書で10月16日
㈬までに持参、郵送、FAX、Ｅメールで①住所②氏
名③生年月日④性別⑤職業⑥電話番号⑦応募の動機
⑧スポーツに関する活動歴を臨海体育館内スポーツ
課　〒447-0853　浜町２－３　☎（48）5311　■℻（48）
5311　　sports＠city.hekinan.lg.jp

市では、市のスポーツ施策について総合的かつ計
画的に推進していく「スポーツ推進計画」を策定し
ています。その中間見直しのため、幅広い視点から
意見を集め、推進計画策定に反映させるため、公募
による委員を募集します。
対象　次の要件をすべて満たす人
・スポーツ推進に関心があり、会議で積極的に意見
を述べることが出来る人

・市内在住の20歳以上の人
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特色
・独自に退職金制度を持つことが困難な中小企業で
も、大企業並みの退職金を支払うことができます
・毎月定額の掛金で、将来支払うべき退職金を計画
的に準備できます
・掛金は税法上損金または必要経費として全額非課
税となります
・従業員の確保と定着化を図り、企業経営の発展に
役立ちます

■問　商工課企業応援係　☎（95）9895

市では、中小企業の従業員の福祉増進および雇用
の安定のために、次の共済制度に新規に加入した事
業所に対し、当初の１年間の掛金の10％（中退共）、
20％（特退金）を補助しています。契約日から12か
月経過した月の属する年度末までに申請してくださ
い。

幼稚園・保育所などを利用する次の子どもの利用
料が無償化されます。
①幼稚園、認可保育所、認定こども園など
・３～５歳児クラスの子どもの利用料が無償化
・０～２歳児クラスの子どもは、市民税非課税世帯
を対象として利用料が無償化
・私学助成幼稚園（私立幼稚園など）については、
満３歳から月額25,700円まで無償化
無償化に伴い、原則給食（主食および副食）の費
用は実費負担となります。
年収360万円未満相当世帯と第３子については、費

用が免除されます。第３子の範囲および免除費用の
範囲は利用施設により異なります。
原則申請不要ですが、私学助成幼稚園（私立幼稚
園など）は申請が必要です。認定保育時間を超えた
延長保育料は無償化の対象外です。
②幼稚園の預かり保育
・市から「保育の必要性の認定」を受けた３～５歳
児クラスまでの子どもの利用料が、利用日数に応
じて１日あたり 450 円、月額11,300円を上限に無
償化
・市から「保育の必要性の認定」を受けた満３歳（３
歳になった日から次の３月末日まで）の市民税非
課税世帯は、利用日数に応じて１日あたり450円、
月額16,300円を上限に無償化

③認可外保育施設など
・市から「保育の必要性の認定」を受けた３～５歳
児クラスの子どもの利用料が、月額37,000円まで
無償化
・市から「保育の必要性の認定」を受けた０～２歳
児クラスの子どもの利用料が、市民税非課税世帯
を対象として月額42,000円まで無償化

※対象施設などは、認可外保育施設（一定の基準を
満たす施設）、一時預かり事業（プチ保育事業）、
病児保育事業、ファミリー・サポート・センター事
業です。幼稚園（教育時間を含む平日８時間または
年間200日以上の預かり保育を提供している場合）、
認可保育所、認定こども園、企業主導型保育事業を
利用している場合は対象外です。
④障害児通所（入所）支援
・満３歳になった後の４月１日～小学校就学前まで
の子どもの利用料が無償化
※幼稚園、認可保育所、認定こども園などと併せて
利用する場合も無償化の対象です。対象支援などは
児童発達支援、医療型児童発達支援、居宅訪問型児
童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所
および医療型障害児入所です。
⑤そのほか
・企業主導型保育事業については、３～５歳児クラ
スおよび０～２歳児クラスの市民税非課税世帯の
子どもは、標準的な利用料が無償化

■問　こども課幼保係　☎（95）9887
福祉課社会福祉係　☎（95）9884（障害児通所（入所）支援のみ）

幼児教育・保育の無償化が始まります

企業の退職金準備は中退共・特退金で

掛け金の一部を
補助します

10月１日から

中小企業退職金共済
制度

特定退職金共済制度

制度 問合せ
勤労者退職金共済機構
中小企業退職金共済事業本部
名古屋コーナー

☎052（856）5151
商工会議所　☎（41）1100
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